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1．はじめに 
 
 経済学の領域においては、よく知られた二つの逆 U 字曲線仮説がある。一つは、一人当たり
GDP（横軸）とジニ係数（縦軸）との関係を扱ったクズネッツ曲線仮説（分配・再分配問題）
であり、経済発展初期において所得分配の不平等は拡大し、やがて低下に転ずるという説であ
る。この逆 U 字曲線仮説は現在に至るまで様々な実証的、理論的研究が行われてきたものの、
結論はさまざまであり、この仮説は全面的に支持されているわけではない。 
 他の一つは、一人当たり GDP（横軸）と環境汚染（縦軸）との関係を検討した環境クズネッ
ツ曲線仮説である。経済発展は自然や生態系を破壊し、そのことが経済発展を減退させる。し
かし、経済発展によって環境破壊が生じるものの、さらなる経済発展は技術革新を引き起こし、
環境破壊が改善されてゆく傾向があるという仮説である。 
 小稿では、これらの視点とは異なり、一人当たり GDP と政治体制の変遷との関係を見る逆
U 字曲線仮説に注目する。この意味での逆 U 字曲線が描かれる平面は、縦軸に独裁体制指数、
横軸に一人当たり GDP をとった政治・経済学的領域を表わす。この平面を利用することによ
って、経済発展と政治制度の成熟度との関係を考察することが可能となる。 
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2．政治・経済学的視点 
 
 政治制度の成熟度を測るインデックスとして、英国調査会社である Economist Intelligence 
Unit（www.eiu.com）による Democracy Index（民主化インデックス）を利用することが可能
である。この調査方法は次のようなルールに基づいて政治制度の成熟度を数値化している。 
 選挙制度と多元主義、政府機能、国民の政治への参加度、政治的文化度、市民の自由度とい
う五つの観点から、それぞれ 10 点満点で点数評価し、その総合点で 167 カ国に順序をつけ、
完全民主主義（25 カ国）、欠陥のある民主主義（53 カ国）、混合政治体制（37 カ国）、独裁政治
制度（52 カ国）の 4 グループに分類する 1 。これらの情報から、地球上で完全民主主義が定
着している国は 25 か国で、世界全体の 15.6 ％、人口の割合では 12.3 ％に過ぎない。一方、独
裁体制は、その形態はさまざまではあるが、国の数で 55 ％、人口の割合は 32.9 ％に達してい
る。 
 因みに、成熟度では、1 位ノルウェー、167 位北朝鮮、137 位中国、17 位アメリカ、19 位イ
ギリス、22 位日本である。アメリカ、イギリスに関してはテロ対策による市民の自由度にマイ
ナス要素、日本に関しては国民の政治への参加度などにマイナス要素がある。 
 このような状況を認識すると、地球上のさまざまな地域で、経済発展にともなって、独裁体
制からの民主化を含めた政治体制の変化が生じるものと想定される。したがって、経済発展と
政治体制の変化との関係を検討することは重要な課題となるであろう。 
 ここでの政治・経済学的視点とは、この数値（10－民主化インデックス；独裁体制指数）を
縦軸に、横軸に一人当たり GDP（経済発展の指標）をとり、政治・経済学平面を構成し、それ
ぞれの国の独裁体制指数および一人当たり GDP をプロットすることである。このような視点
は上記の民主化インデックスと下記のいわば開発独裁体制容認論によって触発されている。 
 人的・物的資本への投資、経済成長、デモクラシーなどの政治制度の確立という因果関係に
関しては、制度優先論と開発優先論という対照的な二つの考え方がある（猪木（2009）
pp.369-371）。前者は、まず、デモクラシーの確立を重視するが、後者は人的・物的資本への投
資を最優先する。この後者の立場がここでいう開発独裁体制容認論である。したがって、貧し
い国が独裁のもとで人的・物的資本を蓄積し、ある程度豊かになった段階で政治制度を改善す
る可能性も現実的な政策として考えることになる。 
                                                          
1 次の四つの政治体制に分類する。 
＊完全な民主主義（Full Democracies：民主化インデックス；8～10）：五つの観点から見て総合点が高い。 
＊欠陥民主主義（Flawed Democracies：同インデックス；6～7.9）：統治に問題点、政治文化は未発達で、
政治参加のレベルは低い。報道の自由に問題がある。 
＊混合体制（Hybrid Regimes：同インデックス；4～5.9）：選挙は実質的に不規則で、自由、公正な選挙
が阻害されている。政府は反対党に圧力をかけるなど。ジャーナリズムに圧力、司法の独立性が
保障されていない。 
＊独裁体制（Authoritarian Regimes：同インデックス；0～3.9）：多様な独裁体制のタイプが存在する。
絶対君主制（サウジアラビアなど）、共産党独裁体制（中国など）、開発独裁体制（かつてのインド
ネシアなど）、軍事独裁体制（ミャンマーなど）、宗教による独裁体制（イランなど）などである。 
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 実際、第二次世界大戦後の東アジア諸国の政治体制の変遷を見ると、時間的差異があったと
しても、多くの国々、例えば、韓国、台湾、インドネシア、フィリピン、マレーシアなどにお
いて、一人当たり GDP の上昇にともなって、開発独裁体制が崩壊し、政治制度が成熟してゆ
く多くの実例を見ることができる。 
 
 
            第一図 独裁体制崩壊曲線 
 
独裁体制指数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一人当たり GDP 
 
 大衆消費社会の入り口といわれる一人当たり GDP 3,000 ～ 5,000 US ドルに到達すると、中
間層の拡大によって一層の民主化要求が激しくなる局面でもある。つまり、それなりの生活水
準に達し、教育の普及および高等教育の学歴保有者が増大すると、情報が素早くゆきわたり世
界の政治・経済情勢を判断することができるようになる。この趨勢が持続してゆくと、独裁体
制批判がさらに激しくなり、民主化要求が一層厳しくなる。それぞれの国の民主化の進捗にあ
っては、迅速な情報伝達速度と、人々の間のコミュニケーションを遮断することが困難なネッ
ト（例えば、face-book ）の果たす役割は極めて大きく、見落とすことができない。 
 
 このような状況の一例がフェイズⅠ、フェイズⅡ、フェイズⅢをもった第一図（独裁体制崩
壊曲線）の逆Ｕ字曲線で描かれている。 
 
（フェイズⅠ）一人当たり GDP が低い右上がりの状態である。例えば、開発独裁体制の勃興と
その発展過程である。貧しい国が独裁の下で人的・物的資本を蓄積すると同時に、
それらの蓄積されたものを設定目標に大量動員し経済成長を目指す。 
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（フェイズⅡ）頂上近傍：独裁体制の確立と成熟期 
 
（フェイズⅢ）曲線が右下がりの状態で民主化過程（政治制度の改善）を示す。小稿での主たる
注目点はこの右下がりの局面であり、一人当たり GDP がさらに上昇し、より経
済生活が豊かになると、デモクラシーをはじめとする政治制度が徐々に改善して
ゆく。この様子を二つのタイプに分類することができる。一つは、この右下がり
の傾斜が緩やかなケース、すなわち、政治制度が徐々に改善してゆく場合であり、
ソフトランディングと呼ばれる平和裏の交渉や選挙を通じた政権交代である。東
アジア諸国の政治制度の成熟はこのタイプのものが多いと考えられる。 
 他の一つは、右下がりの傾斜が急落する場合で、ハードランディングと呼ばれ
る革命などを通じた政府転覆による政権交代である。東欧諸国における共産党一
党独裁体制崩壊（ハードランディング）後の政治制度の成熟は緩やかな右下がり
であると考えることができよう。 
 一方、富や所得が少数の人々に集中する中東・北アフリカ諸国の産油国で頻発
するハードランディングつまり独裁体制崩壊（アラブの春）は、他の地域とは状
況が異なっていると考えた方がよいかもしれない。ただし、前述したように、こ
の場合も、迅速な情報伝達速度と、人々の間のコミュニケーションを遮断するこ
とが困難なネット（例えば、face-book ）の果たす役割は極めて大きかった。 
 
 EIU の民主化インデックスを利用した第一図による考察はクロスセクション分析であり、各
国の様子を同時点で観察している。しかし、他方で、第一図を一国に限定した場合には、特定
の国の時系列的な政治制度の変遷過程を表しているものと理解することができる。例えば、す
でに言及した東アジア諸国を取り上げ、第一図を時系列分析と理解した場合には、一人当たり
GDP の上昇にともなって、開発独裁体制の勃興、確立、独裁体制の崩壊、さらなる一人当たり
GDP の上昇とともに、政治制度が成熟する様子を観察することが可能である。 
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3．共同体と三層構造 
 
 共同体に関する一般的な考察の後に、事前審査型の欧州連合、積み残し方式の ASEAN 共同
体、構想段階にある東アジア共同体を取り上げ、それらについて三層構造の観点から吟味する。 
 共同体創設にさいしては、市場経済の浸透度、民主化の進捗度、社会・文化の自由度の三点
が重視されるのが一般的である。この点を明確にしたのが下記に示す三層構造モデルである。 
 
 
第二図 経済・政治・社会の三層構造 
 
 
 
 
                    経済    
                  システム    
  
               ────────────    
  
                政治・安全保障     
                  システム        
 
          ───────────────────────   
 
                  社会・文化            
                  システム              
 
 
 
 その三層構造は、第二図（経済・政治・社会の三層構造）に示されているように、経済シス
テム、政治・安全保障システム、社会・文化システムの三層（下から社会的基盤順）がピラミ
ッドのように構成され、この三者の一体化で一国の社会経済システムが、さらに、この面であ
るピラミッドが前後に並列することによって共同体が、成立するものと考える。 
 共同体の加盟国それぞれの三層三角形が前後に重なり合う状況を想定する。例えば、ASEAN
（10）共同体は 10 枚の三角形が前後に重なりあっていると理解できる。問題はそれぞれの層で
少なくともミニマム・スタンダード 2 となる共有点がありうるかどうかである。いいかえれば、
                                                          
2 例えば、第二層の政治システムに関しては、自由・公正な選挙によって政権交代可能な政治システムを
指摘することができようか。 
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10 枚のカードの限定された部分であっても、それぞれの層を串刺しすることが可能かどうか。
もし上・中・下層のそれぞれの層に三本の串刺しが可能であれば、形式的ではなく実質的な共
同体成立の要件を満たしていると考えることができる。串にも細いもの、太いものが想定され
るが、もっとも細い場合には、ミニマム・スタンダードであり、太くなればなるほど共有点が
多くなると考えてよいであろう。三層をもつそれぞれの国を表す面と面との関係はある程度の
自由度があってよい。ミニマム・スタンダードの場合には、三つのシステムのミニマム・スタ
ンダード以外の他の領域は各国独自の色彩が濃くなることもある。つまり、共同体内の各シス
テムは一様の色彩に染められる必要がないということである。 
 ここで、それぞれの層を貫くことになる軸は、上層部の串の軸（市場経済化）、中層部の串の
軸（民主化）、下層部の串の軸（社会、文化などの共生）である。 
 
3.1 欧州連合 
 
 上記のことを念頭に置いて、欧州連合、ASEAN 共同体、東アジア共同体を見てみよう。ま
ず、2012 年現在 27 か国から成立する欧州連合を取り上げる。三層構造の観点からは、EU 加
盟に関しては、事前審査方式であるといってよい。加盟が早期である西ヨーロッパ諸国は別と
して、加盟が比較的最近である東欧諸国について見れば、民主化の進捗状況や市場経済の浸透
度が充分でない場合には、加盟が承認されていない。すなわち、東欧諸国の民主化および市場
経済の一定の成熟度が EU 加盟の条件（コペンハーゲン基準：1993 年）となっているわけであ
る。ここでも経済発展（一人当たり GDP の上昇）と政治体制の成熟との関係が多くの東欧諸国
で観察される。このように、EU は加盟にさして加盟条件を事前に審査し、それぞれの層にあ
って、三本の串がミニマム・スタンダードで貫通可能であることを加盟条件としている。例え
ば、ポーランド、ハンガリーなどは、1994 年に加盟申請したものの、加盟が承認されたのは
2004 年であった。EU 加盟を申請中の加盟候補国であるクロアチア、マケドニアなどに関して
は、民主化および市場経済の進捗度の推移が審査されつつある。 
 なにはともあれ、発足当初の大目標であった連邦（超国家）主義を一定程度具現化したマー
ストリヒト条約の批准がフランスとオランダでの国民投票（2005 年）によって否決され、その
条約の改革条約であり、各国の主権をより尊重したリスボン条約が 2009 年 12 月に発効したこ
とを考えれば、欧州連合の基幹部分がいまだ確固としたものではないことは明らかである。要
するに、欧州連合は、あるべき姿を巡って、連邦（超国家）主義と国家間主義との間をいまだ
揺れ動いているといっても過言ではない。 
 欧州連合については、多数の文献があり、ここではこれ以上言及しないが、ＥＵの多文化共
生の象徴としての EU の公用語について付記しておく。 
 「EU 組織のなかで最も多くの通訳が働いているのは欧州委員会である。05 年時点で正規雇
用の通訳 500 人の他にフリーランスの通訳 2,700 人と契約している。----各国の公用語は EU の
公用語とする。EU の公用語は現在 20 か国語」（脇坂紀行（2006, pp.15-17）：2012 年現在 27
加盟国、25 の公用語）。 
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3.2  ASEAN 共同体 
 
 ASEAN（10）共同体の基本法に相当する ASEAN 憲章はさまざまな課題を抱えながらも、
2008 年 12 月に発効した。3 ASEAN 共同体の構築にさいしては、ASEAN 憲章に見られる三
つの柱、安全保障共同体（ASC）、経済共同体（AEC）、社会・文化共同体（ASCC）を掲げて
いる。しかしながら、すべての加盟国はこれらの条件を満たしているわけではない。民主主義
あるいは市場経済の進捗度の推移を見守るという EU とは異なった「積み残し方式」が採用さ
れている。つまり、ベトナム、ラオスは共産党独裁体制、ミャンマーは軍事独裁体制であるが、
それぞれの国の民主化、市場経済化の進捗状況を見守るという方式である。実際、ベトナムで
は、市場経済システムへの移行のための法制度の整備が進みつつある。また、ミャンマーでは、
アウンサンスーチーを中心とした民主化への内圧と海外からの民主化への圧力（外圧）との一
体化が進展しつつある。このように、ベトナム、ラオス、ミャンマーに関しては、いまのとこ
ろ、少なくとも上層（経済システム）、中層（政治・安全保障システム）の軸は ASEAN（10）
を貫通していない。 
 2020 年までに ASEAN 共同体の実現を目標としているものの、このような積み残し案件が解
決されなければ、形式的にはともかく、実質的な共同体が完成に至らないといってよい。経済
共同体（AEC）に関しては、2015 年までの前倒しが決定されているが、安全保障共同体（ASC）、
社会・文化共同体（ASCC）については、明確な見通しが立っていないといってよい。 
 
3.3 東アジア共同体 
 
 ヨーロッパにおける欧州連合（EU）の拡大と深化、他方、アメリカにおける NAFTA の存
在および米州自由貿易地域（FTAA：Free Trade Area of the Americas）構想を背景として、
東アジアにおいても、自然発生的な地域統合から制度的地域統合をめぐる議論が活発化してい
る。その一つが東アジア共同体（East Asian Community：EAC）である。ここで、東アジア
とは ASEAN（10）に日本、韓国、中国を加えた 13 か国をさす。ただし、これにオーストラリ
ア、ニュージーランドとインドを加えた 16 か国をさす場合がある。4 
 東アジアという地域の独自性を拠りどころとして東アジア共同体構想を考える場合には、
ASEAN 10＋6（10＋日本、韓国、中国、インド、オーストラリア、ニュージーランド）よりも
ASEAN 10＋3（10＋日本、韓国、中国）のほうが適切であろう。というのは、共同体が地域主
義（Regionalism）を標榜するかぎり、政治的圧力によって地域が拡散してしまえば、本末転
倒になりかねないからである。いいかえれば、政治的・軍事的情勢を通じて、地域主義から離
                                                          
3 ASEAN 共同体および次節の東アジア共同体に関しては、ここでは、三層構造の視点からの言及にとどめ
る。詳細については、原（2011）を参照していただきたい。 
4 政治的理由によって、16 か国になったとしても、地域独自性に対する求心力が弱くなるという点以外に
は、本質的な相違点がない。とうのは、オーストラリア、ニュージーランドとインドに関しては、三層が少なくとも、
ミニマム・スタンダードによって、すでに貫通されていると考えてもよいからである。 
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脱しようとする遠心力によって地域主義への求心力が凌駕されることになれば、地域共同体の
拠り所が消散しかねないからである。以下では、後者の 13 か国をさすことにする。 
 ASEAN 共同体の拡大版である東アジア共同体を三層構造の視点から見れば、ASEAN 共同
体と同じ積み残し方式が選択されることになろう。つまり、13 か国 13 枚のカードそれぞれの
三層を軸が最初から貫通しているわけではなく、長期を想定して、民主主義の進捗度、市場経
済の浸透度を見守るわけである。三層目の社会・文化システムに関しては、仏教、儒教、漢字
文化などにある程度の共通基盤があるものと考えてよいであろう。 
 欧州連合誕生に要したと同程度の長いスパン（例えば 40～50 年）を想定に入れれば、ミャ
ンマーの軍事独裁体制だけでなくベトナム、ラオス、中国の共産党一党独裁体制も、所得水準
の向上および情報伝達の迅速化にともなう民主化圧力の高まりに抗しきれずに、崩壊する可能
性は高くなるであろう。そうすれば、積み残し案件は解決され実質的な東アジア共同体が構築
されることも不可能ではない。 
 
 
4．結びにかえて 
 
 世界中には 200 前後の国家が存在する。EIU の Democracy Index によると、そのうち完全
民主主義が定着しているのは 25 か国に過ぎない。一方、独裁体制国は 55 ％に達し、30 ％以上
の国々がその中間に位置する政治的に未成熟な状態にある。このように、世界の政治体制は全
体としては独裁的な色彩が色濃いと言ってもさしつかえない。 
 幸いにも、小稿における考察は、経済発展（一人当たり GDP の上昇）にともなって、政治
制度が改善してゆくことを示唆している。その主たる理由は、所得水準の上昇が教育水準を高
め、その結果、人々は自由を切望し、抑圧や弾圧に反発するようになるからである。さらには、
ネットなどの情報伝達手段の飛躍的な発展が、情報を遮断することを極めて困難にし、政府当
局が思想・信条・言論を統制することができなくなってくるからである。 
 自由と平等の両立はユートピアの世界にだけ存在することは歴史的にも証明されていると考
えてよいであろう。とはいっても、思想・信条・言論の自由をできる限り確保し、一方で、所
得の不平等を政府の再配分機能によって緩和する必要がある。そのためには、世界的規模での
経済発展の促進・政治制度の改善が求められていることは確かである。 
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